
 

   

東海旅客鉄道株式会社に対する業務監査の実施結果 

項  目 主 な 取 組 み 状 況 等 所         見 所見に対する回答 

１． 運賃等に関する事

項 

 (１) 関係法令、通達に基

づく諸手続等 

 

 

 

 

( ２ ) 連 絡 運 輸 ・ 乗 継 割

引・企画乗車券等 

  ① 連絡運輸 

   

 

 

 

  ② 乗継割引 

  

  ③ 企画乗車券 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・東海旅客鉄道株式会社(以下「Ｊ

Ｒ東海」という。)においては、

平成１５年４月に東海道新幹線

品川駅開業に伴う新幹線特急料

金の設定認可等の諸手続を実施

した。 

 

 

 

・連絡運輸については、利用者利便

の向上を図る観点から、基本的に

は自社路線と接続している小田

急電鉄株式会社等２９社との間

で実施している。 

・乗継割引運賃については、実施さ

れていない。 

・企画乗車券については、本社、支

社の企画により沿線の観光資源

等を活用した各種の企画商品(６

０種類：平成１７年末現在)を提

供している。 

 

 

 

 

 

 

 

・関係法令、通達に基づき適正に

処理されている。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・今後とも、利用者ニーズの的確

な把握により、良質な商品を提

供することが望まれる。 

・ジャパンレールパスでは「のぞ

み号」の利用ができないことに

ついての案内の周知徹底に一層

努めることが必要である。 

 

 

 

 

 

・ 引き続き適正な手続きを行なってま

いります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・今後とも、需要喚起につながる商品

の提供に努めてまいります。 

 

・ジャパンレールパスは、旧国鉄時代

から約２５年間発売している割引商

品であり、ＪＲ移行後は、消費税に

伴う改定以外、値上げしておりませ

ん。このため、例えば、一週間用で

は、一日約四千円でＪＲ全線をご乗

車になれますが、時間帯等により混

雑が著しい「のぞみ」のご利用はご



 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

遠慮いただいています。 

この考え方は「フルムーン夫婦グ

リーンパス」など国内向けの観光利

用促進商品と同様であり、平成４年

の「のぞみ」の運転開始時から定着

しています。また、そのご案内につ

いてはＪＲ他社とも連携し、十分な

配慮と工夫をした明確な表現に努め

ています。 

一方で、「ひかり」は毎時２本、「の

ぞみ」と同じ最高時速２７０キロ運

転で、他の新幹線や諸外国の特急と

比較しても、十分な運転頻度、サー

ビス水準であり、ビジネス利用等で

混雑する「のぞみ」に比べ、座席も

取りやすく、観光目的のお客様には

ご好評をいただいています。 

当社は、現行のジャパンレールパ

スは、外国人観光客来訪促進に一定

の役割を果たしていると考えていま

すが、外国人観光客の最近のニーズ

（短期ステイの増加やビジネス目的

の来訪の途中での観光など）をふま

え、外国人観光客に造詣の深い旅行

会社と共同で、外国人観光客に特に

人気の東海道・山陽新幹線沿線への

ご旅行の際には「のぞみ」を含め実

質的にジャパンレールパスよりも割

安にご旅行いただける観光商品「THE 

SHINKANSEN TOUR」を発売しておりま

す。今後とも、商品内容の充実を図

り、外国人観光客来訪促進に貢献し



 

   

 

・ＩＣカード乗車券については、在

来線では１８年度から、新幹線で

は１９年度にそれぞれ導入を予

定している。 

 

・ＩＣカードの他事業者との相互

利用に向けた検討を引き続き行

うことが必要であると考えられ

る。 

てまいります。 

・ＩＣカードの相互利用については他

の事業者のＩＣ化の具体的内容や投

資効果を踏まえつつ、適切に対応し

てまいります。 

(３) 運賃の誤表示、誤収

受 

 

 

 

・ＪＲ東海においては、平成１３年

４月以降、１０件の事象が発生し

ているが、改善に向けた取り組み

が進められてきているところで

ある。 

 

・運賃収受システムの信頼性の確

保は、鉄道事業者の社会的信用

を維持するために最も重要な課

題であり、今後とも、関連情報

の共有化を推進し、再発防止に

積極的に取り組むことが必要で

ある。 

・当社では、運賃表については、マル

スシステムから抽出したデータを直

接読み込んだ「運賃表作成システム」

により直接作成する等、システム化

を進め、誤表示、誤収受を発生させ

ないよう努めております。 

２．情報提供に関する事項 

 

・  ＪＲ東海においては、ホームペ

ージ、広報誌・情報誌及びパン

フレットを活用して、情報提供

を行っている。 

・  ホームページ及び携帯電話を

通じて運賃等の情報提供を行

うとともに、列車が概ね３０分

以上の遅れを発生している路

線における列車の運行情報を

提供している。 

・  新幹線の各駅においては、１０

分程度の遅延が発生している

時には、発車標、電光掲示器、

情報ボード等にテロップ情報

を提供している。 

・  主要６駅の改札口付近にディ

スプレイ式の情報ボードを２

４台設置し、リアルタイムに輸

送障害の情報提供を行ってい

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ディスプレイ式の情報ボード及

びスクロール式文字画像表示

の情報ボードを設置し、リアル

タイムで輸送障害の情報を提

供していることについては評

価に値するものと考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・輸送障害発生時のリアルタイムの情

報提供につきましては、引き続きデ

ィスプレイ式情報ボード等を活用

し、お客様に的確な情報伝達を行う

よう努めてまいります。 



 

   

・  在来線では、乗降客数が１万人

以上の主要駅（４５駅）のうち

３８駅の改札口にディスプレ

イ式の情報ボードを設置して、

輸送障害が発生した時には、リ

アルタイムで情報提供を行っ

ている。 

・  スクロール式文字画像表示の

情報ボードを設置している１

４駅には情報をファックスで

送付し、駅係員が受信したファ

ックスをそのままスキャナー

で読み取り機に読み込ませ、拡

大した文字で情報を提供する

こととしている。 

３．案内情報に関する事項 

（１）駅構内案内表示につ

いて 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）東京駅における案内

表示の課題 

 

 

 

 

・ 駅構内の案内表示は、「ＪＲ東

海サインマニュアル」に基づ

き、旅客案内設備が整備されて

いる。 

・  ターミナル駅である東京駅及

び新大阪駅の各改札口付近に、

到着列車案内標等を設置し、到

着番線及び遅延情報等をリア

ルタイムに提供して、新幹線利

用者だけでなく出迎え者への

利便も図っている。 

・  八重洲北口改札口にあっては、

旅客が改札口へ向かう際に、案

内表示同士が重なり、柱や天井

の梁などにより案内表示が一

部見にくいため、平成１８年度

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）外国人の対応につい

て 

から実施する東京駅の改良工

事で各改札口のレイアウトを

見直し、より分かりやすい改札

口に改良する計画を立ててい

る。 

・  東京駅は、東日本旅客鉄道株式

会社（以下「ＪＲ東日本」とい

う。）、東京地下鉄株式会社（以

下「東京メトロ」という。）と

の乗換駅となっており、隣接す

るＪＲ東日本とは必要に応じ

乗換ルート等に関する案内表

示の設置場所等についての協

議を行っている。他方、ＪＲ東

日本の先に位置する東京メト

ロの案内表示は、ＪＲ東海の判

断で設置している。 

・  外国人に対する「接客コミュニ

ケーションシート（接客対応パ

ターンに応じ、日本語とともに

英語・フランス語・韓国語・中

国語・ポルトガル語の５ヶ国語

を併記してあるもの。）」を作成

して乗車券購入窓口や有人改

札口等に設置している。 

・  職 員 が シ ー ト を 示 し な が ら 、

「乗車券・特急券等を購入する

際の利用条件」や「利用する列

車の乗り方」等の質問を行え

ば、外国人は回答を指さすこと

により意思を伝えることがで

きるようになっている。 

 

 

 

 

 

・ 東京駅は、異なる事業者等で

の管理区分が分かれていると

しても、利用者の乗換の利便性

向上を図るべく、各社がそれぞ

れにおいて案内方法の改善を

検討することも必要と考える。

 

 

 

 

 

 

・近年、様々な外国語圏の旅行客

等が増加しており、駅の窓口等

における外国語によるコミュ

ニケーションが重要となって

いる。ＪＲ東海における「接客

コミュニケーションシート」に

よる対応については、評価に値

するものと考える。 

 

 

 

 

 

・今後とも、弊社サインマニュアルと

の整合性を取りながら、東京メトロ

等の乗換駅としてご利用になるお

客様にも、より分かりやすい案内表

示にするべく検討してまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

・当社では、海外からのお客様に対し

てもわかりやすいご案内を行うよ

う、「接客コミュニケーションシー

ト」のみならず、ハード、ソフト両

面から取り組んでいるところです。 

引き続き、外国人観光客来訪促進

の観点からも、海外からのお客様に

もわかりやすいご案内に努めてま

いります。 



 

   

４．バリアフリー対策に関

する事項 

（１）市町村が開催する基

本 構 想 策 定 協 議 会 へ の

参画 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）可動式ホーム柵等の

 

 

・  「高齢者、身体障害者等の公共

交通機関を利用した移動の円

滑化の促進に関する法律」に基

づく基本方針に定められた１

日当たりの利用者数が５千人

以上の対象駅は８６駅あり、監

査時点におけるバリアフリー

化整備駅は４１駅（４７．７％）

となっている。 

・  ＪＲ東海では、協議会への参画

要請があれば、基本的には応じ

ることとしているが、既にバリ

アフリー化した駅に対する協

議会への参画要請の場合や、バ

リアフリー化整備に対する地

方自治体の支援及び姿勢を具

体的に表明してもらえない場

合には、市町村との調整のう

え、個別の協議で応じることと

したケースもあった。 

・  協議会に参画して個別駅の構

造と関連して、旅客流動を勘案

したバリアフリー化設備の設

置箇所を説明すること、バリア

フリー化整備に対する支援へ

の理解と協力を求めることな

ども必要であることから、現在

は、市町村からの参画要請があ

った場合には応じている。 

・  新幹線駅における安全柵の設

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・平成２２年までのバリアフリー

化に向けた施設の整備に関し

ては、地方自治体との協力が必

要であることから、協議会へは

積極的に参画し、駅におけるバ

リアフリー化施設の整備を促

進することが期待される。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・基本構想協議会には今後も参画し、

平成２２年のバリアフリー化整備に

向け、自治体と着実に協議を進めて

まいります。 



 

   

安全柵の整備 置状況は、１７駅中１１駅で設

置されており、このうち、品川

駅、新横浜駅、熱海駅にあって

は、可動式ホーム柵も設置して

いる。 

・  残りの６駅における安全柵の

設置については、順次整備する

方向で検討している。 

５．乗継利便等に関する事

項 

 

・ 自社線内における乗継ぎ利便性

の向上については、ダイヤ改正

を行うタイミングで乗換が可能

となるように、待ち時間の短縮

や待ち時間の延長等を行い、乗

換時間の平準化に適宜対応して

いる。 

・引き続き、利用実態を踏まえ円

滑な乗換が図られるよう努力が

払われることが期待される。 

・自社線内における乗継利便性向上に

つきましては、引き続き円滑な乗換

が図られるよう努めてまいります。 

６．輸送障害時等の旅客対

応に関する事項 

（１）東海道新幹線 

① 平成１２年９月の集

中 豪 雨 に よ り 発 生 し

た輸送障害対策 

 

 

 

 

 

 

 

 

ア  情報提供に関する

対策 

 

 

 

 

・ 平成１２年９月に名古屋地区を

中心とした集中豪雨により、多

くの列車が途中駅、駅間に停車

する状況となった。 

・ このため、乗客への案内、旅客

対応、列車の抑止、的確な気象

情報の把握について、業務の現

状を検証し、可能な改善策を検

討するよう指導した。これを受

けて、ＪＲ東海では以下の対策

を実施した。 

・ 早急（１ヶ月以内）に実施した

事項 

・中央指令が車内テロップに直

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ＪＲ東海が実施した左記アから

エの対策のうち、特に、駅係員、

車掌への情報伝達及び利用者

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・今後においても、迅速かつ適切な情

報伝達が行えるように設備の強化及

び社員教育に努めてまいります。 



 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

イ  事故対策本部の情

報収集・発信を強化

するための対策 

 

 

ウ  駅間に長時間に及

ぶ 列 車 抑 止 を 避 け

る対策 

エ 乗客への供食・給

接情報入力 

・車内にＮＨＫ第１放送を適時

放送 

・駅情報ボードによる情報提供 

・ホームページの情報内容の充

実 

・順次、実施した事項 

・駅・車掌一斉情報録音装置の

導入 

・車掌一斉情報装置の改良（録

音テープのＩＣデジタル化） 

・携帯電話メール機能を利用し

た情報の提供 

・中央指令から、駅の運行情報

端末及び車掌携帯端末への事

故情報の提供 

・駅の情報装置でテロップ情報

の提供 

・駅情報ボードをディスプレイ

式に変更（のぞみ停車６駅：

２４台） 

・携帯電話を利用した運行情報

の提供 

・事故対策室の機器類の設置等 

・テレビ情報の収集強化 

・インターネット端末の設置 

・車内テロップ端末の設置 

・車内テロップモニタの設置 

・ 駅の１ホームに２編成を収容す

る方法を構築 

 

・ 供食・給食等の可能な会社数の

に対して情報を提供するため

の設備の整備については、評価

に値するものと考える。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

   

食、救援物資等の提

供に関する対策 

 

 

 

②  輸送障害が発生した

時 の 対 応 を 定 め た 規

程、マニュアル等の概

要 

ア 遅延により在来線

の 運 行 が 終 了 し た

夜 間 に 到 着 し た 場

合の対応等 

 

 

 

 

イ 情報の提供方法等 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

ウ  駅間に列車抑止し

た 乗 客 の 救 援 方 法

増加と連絡体制の整備 

・ 非常食の増配備 

・ 駅ごとに調達できる店舗リスト

の作成 

・ 列車への搬入ルートの見直し 

 

 

 

 

・ 関係箇所に接続要請、臨時列車

の運転要請を行い、接続列車を

確保することで対応することと

している。 

・ 接続列車が確保できない場合に

は、休憩列車の設定、待合室の

開放により旅客の利便を図るこ

ととしている。 

・ 旅客指令員は駅係員、車掌に対

して概ね１０分ごとに原因、途

中経過・作業状況、運転再開見

込み等に係る情報をあらかじめ

定められた事例ごとの定型文に

則り伝達するとともに、車内テ

ロップ、駅情報ボードに送信し、

利用者に情報提供を行う。 

・ また、駅係員、車掌は伝達され

た情報を基に、あらかじめ定め

られた放送文例を活用して、利

用者に対して情報を提供するこ

ととしている。 

・ 駅間に列車抑止した乗客の救援

については、救援方法、確認事

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・  新幹線における大規模な輸送

障害としては、台風、地震等

の自然災害の影響により駅間

に多くの列車が抑止された事

例が発生している。これらの

新幹線の輸送障害事案を踏ま

え、ＪＲ東海においても、再

度、駅係員及び車掌が行って

いる案内放送の実態等につい

て、利用者の立場に立って検

証することが望まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・大規模な災害等の輸送障害時対策と

して、平常から各種訓練を実施して

お客様の早期救済、適切な情報伝達

を行うように努めております。今後

も更なる対応方を強化するよう新規

訓練等を積極的に実施するように検

討してまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

   

等 

 

  エ 乗客の救援方法等 

を 熟 知 す る た め の

訓練の実施 

 

 

 

 

 

  オ  バスによる旅客救

援の検討状況 

 

 

 

 

  カ  利用者に対する供

食・給食等の提供 

 

（２）在来線 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

項、判断基準、判断時期等を定

めている。 

・ 総合事故復旧訓練等において、

旅客降車訓練、列車間移乗訓練、

列車併結救援訓練、駅ホームに

２列車を収容する訓練、指令員

派遣訓練を実施し、訓練の結果、

抽出された課題については、取

扱いを改め、マニュアル等に反

映している。 

・ １列車当たりの乗客数が多いた

め、バスによる旅客救援を実施

する場合には、１列車当たり数

十台のバスが必要となることか

ら、バス事業者と相談している

ところである。 

・ 利用者に対する供食・給食につ

いては、基本的な考え方、判断

基準、内容等が定められている。

・ マニュアル等における情報提供

としては、旅客輸送指令が駅係

員、車掌に対して概ね１０分か

ら１５分ごとに駅・車掌一斉情

報により原因、途中経過・作業

状況、運転再開見込み等を伝達。

・ 一斉案内装置で無人駅を含めた

駅における案内放送を行う。 

・ ディスプレイ式の情報ボードを

設置している３８駅には情報ボ

ードに直接情報を送信し、情報

を提供。 

・ スクロール式文字画像表示の情

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・左記のとおり、自社関連での輸

送障害事案を踏まえた対策の改

善・向上等については、概ね着

実な取組みが行われているもの

と評価できる。 

・他地域では、地震等により地域

における鉄道旅客輸送が麻痺し

た大規模な輸送障害が発生して

いることから、名古屋圏におけ

る在来線についても大規模な輸

送障害が発生した時の復旧作

業、要員の確保、乗客の救援、

情報提供等のシミュレーション

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・大規模な輸送障害が発生した時の復

旧作業等については、発生時の原因

や事象によりその都度適切に対応す

べきものであると考えております。

今後とも平素より実施している防災

訓練結果や他社事例を参考に得られ

た課題について検討してまいり ま

す。 



 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

報ボードを設置している１４駅

には、情報をファックスで送信

し、駅員が受信したファックス

をそのまま読み込ませ、拡大し

た文字で情報提供を行う。 

・ 駅係員、車掌は伝達された情報

を放送文例により情報提供す

る。 

・ マニュアル等には、情報の伝達、

事故手配、旅客への供食・給食、

代行輸送、振替輸送、異常時の

旅客手配等について、基本的な

考え方、確認事項、具体的な取

扱い方が定められている。 

・ 平成１７年１２月に名古屋圏の

鉄道事業者等において検討され

た車内放送の合意事項について

は、各現業機関の長に周知され

ていた。 

・ マニュアル等は概ね整備されて

おり、駅における案内放送は駅

放送文例に則り行うこと、旅客

対応については旅客指令員の指

示に従って行うこととされてい

る。 

を行い、抽出された課題等を利

用者の立場に立って検討するこ

とが望まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７．災害時等の旅客対応に

関する事項 

 

 

・ 災害対策基本法第３９条第１項

の規定に基づき防災業務計画を

作成し、地震等が発生した後の

対応は上記６で記述したマニュ

アル等で行うこととしている。

・ 東南海・南海地震発生時の取扱

いにおいて、紀勢線の詳細な津

 

 

 

 

 

・東南海・南海地震対策として詳

細な津波危険予想マップの作

 

 

 

 

 

・ 輸送障害については、極力発生させ

ないよう取り組んでいます。万一発



 

   

波危険予想マップを作成してい

る。 

・ 新幹線総合指令所の機能が損な

われた場合に備えて、バックア

ップ用の指令所を整備するとと

もに、東京の指令要員が派遣さ

れるまでの間は、大阪・名古屋

地区に勤務する新幹線総合指令

所に勤務経験者が担当すること

としている。 

成、新幹線総合指令所の機能を

バックアップする指令所を整備

していることについては評価に

値するものと考える。 

生した場合の態勢等について社内規

程に定めるとともに、係員について

も輸送障害時を想定した避難誘導等

の訓練を実施して、今後とも万全な

態勢を心がけてまいります。 

８．利用者からの意見等へ

の対応 

・ＪＲ東海は、利用者の声を活かし

た旅客サービスの向上に努める

ため、利用者の要望を適時適切に

汲み上げ、それを迅速に実現させ

ていくという考え方で、広聴体制

の整備を図るとともに、寄せられ

た意見を基に社内で検討を行い、

サービスの改善に反映させてい

くこととしている。さらに、これ

ら意見等を社員指導、研修などの

社員教育において活かすことと

している。 

・利用者からの意見等は、駅職員等

へ直接寄せられるもの、投書箱の

役割を果たす「オレンジボック

ス」に投函されるもの、各地区に

設けられた「お客様専用電話」に

寄せられるもの、インターネット

によりホームページサイト窓口

に寄せられるもの、等により収集

される。 

 

・利用者意見の収集から回答まで

の取扱いについては、社内の報

告ルートを定め、全社員に浸透

しており、利用者意見に基づく

改善も継続的に実施されてい

る。また、現業社員に配布され

ているマニュアルには、オレン

ジボックスに寄せられた利用者

意見に関する取扱いは示されて

いるが、利用者の満足度を向上

させようとの意識を高めるため

にも、他のルートにおける収集

から改善までの一連の取扱いに

ついても、現場社員に対してわ

かりやすく示す取組みを実施す

ることが望まれる。 

・利用者にとっても、意見等がど

のように活用されているか理解

が深まるよう、意見を反映した

改善事例について公表するなど

の工夫も期待される。 

 

・現業社員向けの既存のマニュアルに、

さまざまなルートで寄せられたお客

様の声の収集から改善までの一連の

取扱いを明示することでさらに周知

を図りました。本マニュアルを引き

続き研修など社員教育において活用

し、お客様の声を活かした旅客サー

ビスの向上に努めてまいります。 

  

 

 

 

 

 

 

 

・お客様からの声を反映した改善事例

につきましては、企画きっぷの設定

や禁煙車の拡大など、適宜プレス発

表やホームページなどで公表してお

ります。今後も引き続き必要に応じ

て適切に対応してまいります。 



 

   

・これら寄せられた利用者意見等に

対しては、事実確認後、必要に応

じて関係セクションが回答その

他の対応を行うほか、データにつ

いては広報部に整備されたシス

テムにより全社一元的にデータ

ベース化され、定期的に役員に報

告されている。 

・各鉄道事業本部内では、利用者意

見等を精査したうえ、諸制度の改

善、輸送の改善、旅客対応の改善

のための検討会や委員会を経て

サービスの改善に活かしていく

こととしている。 

 

・国土交通省に寄せられたＪＲ東

海に対する苦情には、商品やサ

ービスの取扱い（例えば、ＪＲ

他社と共有する駅、車両）に関

して、ＪＲ東海とＪＲ他社とが

異なる事業者であることを利用

者が充分に認識できていないこ

とから生じた内容が見受けられ

るが、このような苦情が発生す

る要因に、ＪＲ他社の在来線と

東海道新幹線の駅が共同使用さ

れているなどの他とは異なる特

殊事情等もあるが、今後ともで

きる限り利用者の理解を得られ

るように分かりやすく説明する

工夫を続けることが期待され

る。 

・お客様のご意見やご要望に対して、

今後も当社は誠実に対応し、ご理解

いただくよう説明に努めてまいりま

す。 

またご指摘にある「他とは異なる

特殊事情による苦情」などの点につ

きましても、できる限りわかり易い

説明を継続してまいります。 

９．その他の事項 

（１）駅係員等の教育 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・社員の旅客対応の教育について

は、駅配属前の職能教育を主とし

た「新入社員研修」、入社１年経

過前の職能教育の深度化、介助研

修を含めた「ステップアップ研

修」、車掌登用時の「車掌研修」、

運転士登用時の「運転士研修」、

乗務員から駅への登用時の「駅営

業研修」、駅・乗務員区所での登

用時の「管理者研修」、駅・乗務

員区所での登用時の「現場長講

座」という一連の集合研修を設け

ている。 

・社員研修の充実を図るとともに、

 

・駅業務等への社員教育が体系的

に整備されているところではあ

るが、今後もさらに社員教育の

充実に努めていくことが望まれ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 当社では、入社時や昇進時、登用時

等に実施する集合研修の実施、配備

した各種マニュアル類・教材を活用

しての各地区・現業機関での実務的

な指導・育成、また、社員が自主的

に提案活動などに取り組める職場

環境づくりなどについて、体系的に

取り組んでいます。 

今後とも、この体系の整備を強化

し、更なる駅社員等の業務レベル向

上に努めてまいります。 

 

 

 



 

   

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）個人情報保護法への

対応について 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

新入社員に先輩社員がカウンセ

ラー役となるアドバイザリー制

度の導入や社員数が多くかつ複

数の現場管理者が配置されてい

る駅などにおいて複数の社員を

グループ分けして社員管理をす

る仕組みを導入するなど個人の

能力を高める取組みも行われて

きている。 

・フロントサービスを行う職員に対

して、「まごころサービスブック」

及び「まごころサービスブック

Ⅱ」を配布し、基本的な接客応対

の携帯マニュアルとしている。 

・ＪＲ東海では、平成１７年４月の

個人情報保護法の全面施行に対

応するため、取得している個人情

報の洗い出しを行うとともに、政

府のガイドラインを参考に社内

規定及びマニュアルを整備し、法

施行にあわせて社内説明会を実

施した。 

・ＪＲ東海における個人データは、

定期券購入者情報のほかエクス

プレスカード会員情報、ジパング

倶楽部会員情報など１５０万件

を超える情報を取得しており、こ

れら個人情報を守る体制・取扱い

のルールを整え、個人情報の適正

な取扱いや安全管理の徹底が図

られている。 

・なお、法施行後、諸規程・マニュ

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・個人情報の保護に関する法律や

政府のガイドラインに基づき、

適切に対応されている。今後も

引き続き、制度の運用上の点検

に努め、適正な個人情報保護の

取扱いを確保することが望まれ

る。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・ 今後とも、適正な個人情報の取扱い

の確保に努めてまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

   

 

 

 

 

 

 

（３）優先席・携帯電話の

取扱い 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（４）健康増進法対応 

 

アルにしたがった取扱いが行わ

れており、また、昨年１１月から

１２月にかけて箇所長による遵

守状況の自己点検も実施されて

おり、これまで特段のトラブルは

生じていない。 

・ＪＲ東海は、平成１６年９月から

従来の「シルバーシート」を、妊

婦や乳幼児連れも広く利用しや

すくした「優先席」に変更し、表

示の変更とともに利用者への周

知を図りつつ、その拡大を図って

きている。 

・携帯電話の使用については、「優

先席付近では携帯電話の電源を

必ずお切りいただくこと」、「優先

席以外では、他のお客様にご迷惑

のかからない範囲で携帯電話を

ご使用いただくこと」を基本的な

取扱い方針として、マナーアップ

放送を実施している。 

・不特定多数が利用する鉄道の特性

上、喫煙者と非喫煙者の利用者の

双方への配慮が必要と考え、「分

煙」の徹底を受動喫煙防止対策の

基本としている。 

・東海道新幹線については、デッキ

により車両と車両との間を仕切

ることが可能であり、喫煙率の推

移を参考として、喫煙車両と禁煙

車両の双方を設定している。 

・在来線については、普通車はデッ

 

 

 

 

 

 

・今後は、乗客に対して優先席付

近で携帯電話の電源をお切りい

ただいている理由を理解してい

ただくための周知方法等につい

て検討することが望まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・健康増進法対応については、今

後も引き続き、利用者の意見等

を踏まえて対処していくことが

望まれる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・携帯電話の列車内でのご利用方法に

ついては、車内放送等によりご案内

をしているところですが、今後とも、

お客様にわかりやすいご案内に努め

てまいります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・列車内や駅での受動喫煙防止のため

に、当社では、かねてより、「分煙化」

に取り組んでいます。 

新幹線では、お客様のご利用状況

を踏まえ、これまで順次禁煙車両を

増加しており、本年３月のダイヤ改

正以降は、１６両中１２両(７５％)

が禁煙車両となっています。また、

来年以降投入する次世代新幹線車

両Ｎ７００系においては、座席は全

席禁煙とし、喫煙は複数箇所に設置



 

   

 

キがなく分煙化が困難なため、平

成５年３月から全面禁煙として

いる。在来特急列車については、

新幹線と同様に喫煙車両と禁煙

車両の双方を設定している。 

・駅については、待合室やコンコー

スなどの閉鎖空間は全面禁煙と

し、ホームなどの開放空間の一部

では、分煙化の観点からふさわし

い場所に喫煙コーナーを設置し

ていく方針である。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

する喫煙ルームをご利用いただく

「完全分煙化」を実施します。 

また、在来線の特急列車について

も、トータルではおよそ７割が禁煙

車両となっています。 

今後とも、お客様のニーズを踏ま

え時代にあった対応をしてまいり

ます。 

 


